
     

 
 平成 ２６年１０月２０日(月） 

                                   関東地方整備局 企画部                                             

 
 記 者 発 表 資 料 

 

「防災関係機関が連携し首都を守る」 

平成 26 年度首都直下地震防災訓練（実動訓練）の実施 

～道路啓開訓練、物資輸送訓練、排水訓練等の実動訓練～ 

 

国土交通省関東地方整備局は、関東防災連絡会(注１)等の各機関

と連携し、１０月２９日（水）に首都直下地震を想定した実動訓練

を実施します。 

本訓練は、関東地方整備局と関東防災連絡会、荒川下流防災施設

運用協議会(注２)等の各機関が連携して行うインフラ復旧、人命救

助等について、実動訓練を実施するものです。具体的には、初動訓

練、道路啓開訓練、河川・港緊急物資輸送訓練、江東デルタ等ゼロ

メートル地帯排水訓練、人命救助訓練、ヘリ離着陸訓練、被災者搬

送訓練、川崎港東扇島で行う防災拠点応急復旧訓練等を関係機関と

連携して行います。 

特に道路啓開訓練については、災害対策基本法改正案を踏まえ

た車両移動訓練を実施し、道路啓開作業能力の向上を図るもので

す。 

 

○訓練概要 

１．訓練日時：平成２６年１０月２９日（水）１２：３０～１５：００ 

         ※道路啓開の訓練は、１２：４０～１３：４０ 

         ※東扇島防災拠点の訓練は１３：００～１５：１５ 

２．訓練場所：東京都江戸川区小松川地先荒川河川敷（荒川ロックゲート付近） 

川崎市川崎区東扇島 東扇島防災拠点（東扇島東公園） 

３．主  催：国土交通省関東地方整備局 

４．共  催：関東防災連絡会（注１） 

５．訓練参加機関：国、地方公共団体、公共機関等約５０機関 

６. 内 容 等 ：別紙の通り 



７．取 材 等 ：取材を希望される報道関係者は、１０月２３日（木）まで 

にお問い合わせ先に申し込みをお願いいたします。 

なお、東扇島防災拠点での訓練については１０月２８日

（火）の１２時まで取材申し込みを受け付けます。 

東扇島防災拠点での各訓練の詳細については首都圏臨海防

災センターの HPの記者発表資料を参照願います。 

８．訓練の見学： 荒川河川敷の訓練会場では、安全確保のため訓練会場へ 

の立ち入りは関係者のみとさせて頂きますが、道路啓開 

訓練については大島小松川公園側の堤防上より一般の方 

の見学が可能です。なお、東扇島防災拠点の訓練は一般 

の方の見学が可能です。 

（注１）：関東防災連絡会は、広域かつ大規模災害において防災に係わる各省庁、地方自治体、

公共機関（団体）５４機関にて情報共有や連携を行い、国民の生命・身体及び財産の保

護に資することを目的とする連絡会 

（注２）：荒川下流防災施設運用協議会は、首都圏で大規模震災が発生した場合において、荒川

下流に整備されている緊急用河川敷道路や緊急用船着場等の防災施設を有効的、かつ円

滑に利活用することにより、迅速な災害対策活動に資することを目的とする協議会。 

発表記者クラブ 
竹芝記者クラブ     都庁記者クラブ 
埼玉県政記者クラブ  横浜海事記者クラブ 
神奈川建設記者会 

 
お問い合わせ先 

国土交通省 関東地方整備局 
  （訓練内容、取材対応について） 
   企画部防災対策官   徳嵩 公明（とくたけ きみあき） 

  企画部防災課課長補佐 柳田 眞由美（やなだ まゆみ）  
０４８－６００－１３３３ （防災課 ダイヤルイン）             

（道路啓開訓練について） 
   道路部道路企画官   山田 哲也（やまだ てつや） 

   道路部道路管理課長  篠原 正美（しのはら まさみ） 

０４８－６００－１３４５ （道路管理課 ダイヤルイン） 

（東扇島防災拠点での訓練内容、取材対応について） 

  首都圏臨海防災センター 滝本 一夫（たきもと かずお） 

                藤村 太朗（ふじむら たろう） 

    ０４４－２８１－２３３０ （首都圏臨海防災センター） 

（荒川下流防災施設運用協議会について） 
荒川下流河川事務所 副   所   長  佐藤  勝 （さとう まさる） 
荒川下流河川事務所 危機管理室長  程原 雄二（ほどはらゆうじ） 

０３－３９０２－２０６７ （事務所代表） 
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平成26年度首都直下地震防災訓練（実動訓練）別紙

１ 訓練概要

目的：・国交省と関東防災連絡会等の各機関が連携して行うイン

、 。フラ復旧等ついて 実動訓練を実施し対策の検証を行う

・道路啓開訓練については、災害対策基本法改正案を踏ま

えた車両移動訓練を実施し、道路啓開作業能力の向上を

図る。

主催：関東地方整備局 ※共催：関東防災連絡会

計約５０機関、約５００名参加予定

日時：平成２６年１０月２９日（水）１２：３０～１５：００

※道路啓開は１２：４０～１３：４０

※東扇島防災拠点の訓練は１３：００～１５：１５

場所：荒川河川敷 江戸川区小松川地先（荒川ロックゲート)

東扇島防災拠点 川崎市川崎区東扇島（東扇島東公園）

２ 訓練項目

（１）初動訓練

・他地整TEC-FORCE及び災害対策車両派遣

・ヘリコプターによる緊急調査 等

（２）道路啓開訓練

① 災対法改正に対応した放置車両移動訓練

❶大型レッカー車による大型車両の移動

❷レッカー車による小型車両の移動

❸鍵付き車両の移動

❹フォークローダーによる事故車両移動

（事故車は写真で記録する）

❺フォークリフトによる車両移動

② 橋梁段差処理（協定会社）

③ 電柱撤去（協定会社、電力会社、通信会社）

④ 瓦礫処理（協定会社）
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（３）河川・港緊急物資輸送訓練

・港湾、河川航路を啓開し、東扇島防災拠点から荒川船着

場と緊急河川敷道路及び台船を利用し、地方公共団体に

物資輸送

（４）江東デルタ等ゼロメートル地帯排水訓練

・ゼロメートル地帯の大規模浸水を想定した排水訓練

（５）東扇島地区実動訓練

・港湾等の応急復旧訓練、航路啓開、救助訓練、羽田空港

からの緊急物資輸送等

（６）関係機関との連携訓練

・大規模浸水地域での人命救助訓練（陸上自衛隊）

・ヘリコプター離着陸訓練(警視庁 東京消防庁 関東地整)、 、

・ヘリコプターによる被災者輸送訓練(埼玉県警)

・津波による漂流を想定した人命救助訓練(海上保安庁)



 

 
□訓練会場 案内図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※見学の方におかれては、公共交通機関でお越しください。 
 
 
 
 
 

実動防災訓練会場 

（荒川ロックゲート周辺） 

都営新宿線 

東大島駅 下車 

小松川口 

会場まで徒歩９分 

（約 700ｍ） 

 
 
 
 
 
 
信号を渡り、スロープを 

上って堤防道路へ 

会場入口（受付） 

荒川ロックゲート 



葛西トラックターミナル 
（ 緊急支援物資輸送訓練 ） 

 東扇島防災拠点 
  ・ 東扇島地区実動訓練 
  ・ 緊急支援物資輸送訓練 

新座防災基地 
（ 緊急支援物資輸送訓練 ） 

■ 訓練会場全体位置図 

羽田第一水門 
（ 津波対策訓練 ） 

有間ダム 
（ 土砂災害調査訓練 ） 

関東地方整備局（さいたま） 

関東地方整備局（横浜） 

緊急支援物資輸送 
（台船で輸送） 

ヘリコプター による調査 

関東技術事務所 
（ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ進出本部訓練 ） 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 参集 
（ 東北地整、常陸河川国道 ） 

災害対策車両 参集 
（ 東北地整 ） 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 参集 
（ 中部地整、甲府河川国道 ） 

陸自 人命救助訓練 
（渡河ボート） 

緊急支援物資輸送 
（緊急河川敷道路） 

戸田リバーステーション 

災害対策車両  派遣 
（ 東北地整 ） 

連携 

連携 

国営武蔵丘陵森林公園 
（ 災害対策車両進出本部訓練 ） 

防災ヘリ参集 
（ 北陸地整 ） 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ  派遣 

（ 中部地整 ） 

江戸川区小松川地先（荒川ロックゲート） 
【訓練内容】 
 ・ 道路啓開訓練 
 ・ 江東デルタ排水訓練 
 ・ 河川・港湾 緊急支援物資輸送訓練 
 ・ 人命救助訓練   
 ・ ヘリコプター離着陸訓練 等 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ  派遣 
（東北地整） 

国土交通大学校 
（ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ進出本部派遣訓練 ） 



※１０／２８（木）１２：００までにお申し込みください

国土交通省関東地方整備局港湾空港部

首都圏臨海防災センター　宛

FAX番号　０４４－２８１－２３３１

（１０／２９　首都直下地震防災訓練　東扇島防災拠点における取材）

会 社 名

担 当 者 名

連絡先：部署等

電 話 番 号

取材体制 ： 人数

レポーター 有無 有 無

インタビュー有無 有 無

連　絡　事　項

連絡事項欄は、インタビュー内容など適宜ご利用ください。

※電話でも登録いただけます。

※インタビュー内容についてこちらから問い合わせをする場合がございます。

■連絡先

〒210-0869　川崎市川崎区東扇島５８－１５

担当　首都圏臨海防災センター長　滝本、　課長補佐　藤村

電話：０４４－２８１－２３３０ ＦＡＸ：０４４－２８１－２３３１

※ご提供いただいた個人情報は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律にのっと
り、本件に関するご連絡のみに利用し、厳正な管理により取り扱います。

取材申込書


	
	印刷用


